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財務戦略
事業環境変化に対応した財務戦略の進化

株主との対話を踏まえた財務戦略の転換 最適自己資本比率の考え方

AT事業成長前提の
投資拡大

2001年～　
アイシン社と資本・業務提携
2010年～　
AT事業のグローバル展開を加速
→トルクコンバータ増産投資に
備え、自己資本を積み増し、高い
自己資本比率が継続

事業環境変化の
認識と対応

2019年頃～　
電動化進展、AT事業の縮小を想定　
2021年　
新事業創出＆事業ポートフォリオ転換を検討
→「長期ビジョン」を策定
2023年
電動化進展を踏まえAT事業資産を見直し

（減損計上）

財務戦略の
推進 

2024年4月　
将来的な株主構成変化を見据え

「中長期戦略」＆
中計「変革REVOLUTION2026」策定
→事業・資本の両面で先行的に構造転換
2024年5月
アイシン社との資本提携解消
2024年10月
最適な資本構成実現に向け財務戦略見直し

最適資本構成の
実現

2024年10月～
財務戦略を実行（自己株式取得・増配）
2025年4月
最適な資本構成を実現し、資本効率改善

（ROE向上）
↓
PBR1倍回復

収益力の
強化へ

2026年～
企業価値向上の軸足を「資本構成」
から「収益力」へ

基幹事業における適正価格折衝の推
進、アフター事業の拡大、新事業創出
を通じた事業ポートフォリオ転換の実
現により、収益力強化を通じたROEの
持続的向上へ

課題 
（2024年3月末時点）

大口株主との対話
 （2024年6̶9月）

財務戦略の更新
（2024年10月）

取り組みと成果
 （2026年3月末時点）

PBR1倍割れの
 常態化
 <PBR:0.7倍>

①株主資本コストを
　下回るROE
　<自己資本比率: 67.9%>

②BEVシフトに伴うトルク
コンバータ需要の減退

ROE改善:7社

バランスシート（BS）
方針の策定:7社

株主還元の
見直し

増配:4社

不要
（成長投資優先）:2社

自己株式取得:1社

ROE目標(2026年度:6%)
達成に向け、財務戦略を
更新

中計1年目の2024年度に中計ROE目標を
“2年前倒し”で達成(ROE:6.4%)
2年目の2025年度実績は7.3％とさらに向上
PBR:1.07倍に改善※1

2024年度末、最適なBSを“１年前倒し”で構築
2025年度末、最適自己資本比率を継続
(自己資本比率:60.2%、JCR格付A＋維持※2)

財務レバレッジ活用(300億円)＆運転資本圧
縮により以下実施の資金を捻出

自己株式取得
2024年度　150億円＋300億円(計450億円)
2026年度　80億円

CF＆株主要望を勘案、財
務レバレッジ活用等を織
り込み、キャピタルアロ
ケーションを更新

最 適 な 自 己 資 本 比 率
(60%)を算出、2025年度
末迄の達成方針を策定

増配 2024年度　年間120円→250円
2025年度　年間250円→300円
2026年度　年間300円→350円（予想）

成長投資資金の確保（300億円）

※1: 2026年3月末時点  ※2: 2026年4月15日公表

事業環境認識

カーボン
ニュートラル

電動車
シフト

リコール等の
イベントリスク

当社を取り巻く環境を
考慮し、資本構成を

検討
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自己資本
比率

67.7％

自己資本
比率

60％程度

差額約
300億円

トレードオフ理論に
基づくアプローチ

資本構成の最適化
による WACC低減

格付け
アプローチ

高格付の維持による
負債コスト低減

バランスシート
アプローチ

BS項目別リスク量の
積み上げによる
適正資本の算出

総資産
3,048
億円

自己資本
2,064
億円

総資産
3,000
億円

自己資本
1,800
億円

当社は、AT事業を中心とした成長戦略のもと能力増強投資を進めるとともに、財務健全性を重視し、自己資本を積み上げてきました。しかしながら、電動化の進展により事業環境は大きく変化しており、既存事業を前提とした成長の持続性について再評価を行いまし
た。これを踏まえ、事業ポートフォリオの転換と連動した財務戦略の見直しを進め、最適資本構成の実現と資本効率の改善を達成しました。今後は、資本効率の改善に加え、収益力の強化を通じたROEの持続的向上を図り、企業価値のさらなる向上を目指します。

当社は、事業環境の変化を踏まえ、財務戦略を段階的に進化させてきました。資本効率を重視した戦略への転換と最適資本構成の実現を経て、現在は収益力を軸とした企業価値向上に取り組んでいます。これまでAT事業を中心とした成長戦略のもと能力増強投資を進めるとと
もに、財務健全性を重視し、自己資本を積み上げてきました。しかしながら、電動化の進展により事業環境は大きく変化しており、既存事業を前提とした成長の持続性について再評価を行いました。これを踏まえ、事業ポートフォリオの転換と連動した財務戦略の見直しを進め、最
適資本構成の実現と資本効率の改善を達成しました。今後は、資本効率の改善に加え、収益力の強化を通じたROEの持続的向上を図り、企業価値のさらなる向上を目指します。

株主との対話を起点に財務戦略を刷新。財務レバレッジの活用やキャピタルアロケーションの見直しを遂行し、2025年3月期にはROE目
標を2年前倒しで達成、2026年3月期にはPBR1倍割れを解消しました。成長投資を確保しつつ、継続的な増配や機動的な自己株式取得も
強化しています。今後は、収益力の強化へと軸足を移して企業価値向上を図っていきます。

BS項目別のリスク量、資本コスト、格付けに基づき「最適資本構成（自己資本比率60%程度）」を策定・実現しました。今後もこ
の方針を維持し、成長投資資金を確保した上で、適正水準を超える超過資本は株主還元します。この財務戦略を基盤として、収
益力の強化とROEの持続的向上を追求します。

総資産を3,000億円程度と想定した場合



財務戦略
ROE改善と資本市場評価の推移

ROEは一時的な低下を経て回復基調

※1: 輸送用機器に分類される、東証プライム市場上場の自動車部品製造会社24社　※2: 投下資本÷株主資本（期首期末平均）で算出
※３：駆動系を中心とする自動車部品メーカー９社を対象。株価は2026年7月末時点。PER・PBRは各社開示情報等をもとに当社にて算出
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※2 財務レバレッジも上昇傾向

❶ ROE推移
ROE上昇は売上高当期純利益率＆財務レバレッジの改善による
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ROE改善により資本市場評価は改善、なお向上余地

❺同業他社との比較※３

PBRはROE改善に伴い1倍割れを解消

❸PBR推移
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資本市場評価は改善も、成長期待のさらなる醸成が課題

❹PER推移
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2024年度-2026年度のキャピタルアロケーション

Cash Flow（3年間累計）
IN OUT

営業CF
960億円

運転資本圧縮等　70億円

更新投資 220億円

財務レバレッジ活用
300億円

政策保有株式売却 17億円

成長投資 300億円

株主還元
配当 300億円

自己株式取得 530億円

更新投資
　2024年度：41億円/2025年度：78億円/2026年度（見込）：97億円

成長投資
　新事業の創出に向けて戦略的＆機動的に資金投下
　2025年4月、M&A専任部署設置し中計/利益目標達成を目指す
　2024年度：49億円（ドローン25、小型電動14、川俣精機3 等）　
　2025年度：119億円（インホイールモータ63、VC41 等）
　2026年度（見込）：132億円（インホイールモータ、ドローン、VC 等）

株主還元
　最適資本構成を維持する為、2025～2026年度
　2年間トータルで総還元性向100％
①配当
　安定配当を継続
　2026年度：年間350円/株に増額
②自己株式取得
　企業価値＆資本効率向上に向け、機動的に実施
　2024年度：450億円、2026年度：80億円

▶ 営業CFの上振れ＆政策保有株式の全株売却（2025年度実施済み）により、Cash-INが約90億円増加見込
▶ 成長投資に優先配分方針だが、案件状況＆投資余力を考慮し、株主還元の拡充を決定（増配＆自己株式取得）

キャピタルアロケーションと株主還元




